
持続的な賃上げの実現に向けた共同宣言 
 

昨年の春季労使交渉では、賃上げ率は全国平均で５％を超え、３３年

ぶりの高水準となるなど、成長と分配の好循環は動き出している。この

流れを継続・拡大し、物価上昇に負けない賃上げを定着させることが重

要である。 

特に、賃上げの流れを中小企業・小規模事業者に波及させる必要があ

るが、そのためには、労務費を含めた適切な価格転嫁や生産性向上等に

よる経営基盤の強化が不可欠である。 

大分県政労使会議は、こうした認識を共有し、大分県経済の好循環と

県民生活の向上のため、次に掲げる事項に各構成員が相互に連携・協力

して取り組むことを宣言する。 

 

記 

 

１ 物価上昇に負けない構造的な賃上げ 

２ 労務費を含めた適切な価格転嫁の円滑化 

３ 省力化・デジタル化等を通じた生産性の向上 

４ 中小企業等の経営基盤の強化・成長の支援 

５ 賃金上昇と物価上昇に対する県民・事業者の理解促進 
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